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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容及び整備・運用状
況の概要は以下のとおりであります。
① 業務の適正を確保するための体制

当社は企業理念において「ソフィアグループは、たえずお客様のニーズを先
取りし、先進的なITサービスによる新しい価値の創造を通して、社会貢献する
事を目指します。」と定め、役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動を
とるための行動規範とすること、また、その精神を代表取締役が繰り返し役職
員に伝えることによって、法令遵守があらゆる企業活動の前提となることを徹
底することとしており、内部監査室は、各部門の業務が法令及び定款並びに社
内規程に適合して行われていることを監査において確認するものとしておりま
す。
また、上記企業理念の他、当社の業務の適正を確保するための体制の整備及

び運用に関する基本的な考え方として、「経営の透明性が求められるなかにあっ
て、経営環境の変化に迅速かつ適切に対応できる組織体制でありながら、同時
にリスク管理及び牽制の働く組織体制を構築し、維持することを目指す」と定
めております。

1．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制
(1) 取締役及び使用人に対して、当社グループの一員として必要な知識及び
倫理観の醸成を図るべく、コンプライアンス教育を実施する。

(2) コンプライアンス違反行為等について、取締役及び使用人が相談・通報
を行える内部通報制度を整備する。

(3) 内部通報制度の利用者は、その利用においていかなる不利益も受けない
ものとする。

(4) 社会的秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては
毅然とした態度を貫き、一切の関わりを持たないものとする。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(1) 法令及び文書管理規程に従い、当社取締役会の記録及びその他決裁書等、

当社取締役の職務執行に係る重要な情報を適切に保存しかつ管理する。
(2) 当社取締役の職務執行に必要な文書等については、取締役及び監査役が
常時閲覧できるものとする。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1) 経営上の重大なリスクへの対応方針その他リスク管理の観点から重要な
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事項については、経営会議において十分な審議を行うほか、特に重要な
ものについては取締役会において報告する。

(2) グループ会社において重大なリスクが顕在化したときには対策本部を設
置し、被害を最小限に抑制するための適切な措置を講ずる。

(3) 事業部門及び管理部門は、その担当事業に関するリスクの把握に努め、
優先的に対応すべきリスクを選定し、適切にリスク管理を実施する。

(4) 当社経営管理部は、事業部門及び管理部門が実施するリスク管理が体系
的かつ効果的に実施されるよう必要な支援、調整を行う。

(5) 当社取締役会は、リスク管理に関する重要な事項を審議するとともに、
グループのリスク管理の実施について監督する。

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(1) 当社取締役会は、法令及び取締役会規程で定められた事項やその他経営

に関する重要事項を決定するとともに、取締役の業務執行状況を監督す
る。

(2) 取締役会は、原則として３ヶ月以内に１回開催するほか、必要に応じて
臨時に開催し機動的な意思決定を行う。

(3) 当社は、迅速で効率性の高い企業経営を実現するために執行役員制度を
導入する。

5. 財務報告の信頼性・適正性を確保するための体制
(1) 財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他適用のある

法令に基づき評価等を行う。
(2) 当社及びグループ会社は、業務の執行にあたり職務分離による牽制等を
実施し、財務報告の適正性の確保に努める。

6. グループ会社における業務の適正を確保するための体制
(1) 当社は、グループ会社における経営の健全性及び効率性の向上を図るた
め、取締役及び監査役をグループ会社に必要に応じて派遣するとともに、
当社内に主管部門を設け、子会社の事業運営に関する重要な事項につい
て子会社から随時に報告を受けるほか、当社主催で経営会議及びグルー
プ役員会を定期的に開催してグループ会社の役職員を招聘して協議する。

(2) 監査役は、往査を含め子会社の監査を行うとともに、グループ会社にお
ける業務の適正の確保のため、監査に関して子会社の監査役と意見交換
等を行い、連携を図る。

(3) 当社の内部監査室は、グループ会社の監査を実施し、子会社等が当社に
準拠して構築する内部統制及びその適正な運用状況について監督する。

― 2 ―

2023年05月30日 21時21分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



7. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項
監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、取締
役は監査役職務補助使用人を配置する。

8. 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
当該使用人は、監査役職務補助者業務を遂行するにあたり取締役の命令を
受けないものとし、その任免、専任・兼任の別、異動、人事考課、懲戒に関
しては、事前に監査役会の同意を要することとし、当該使用人の独立性及び
当該使用人に対する監査役の指示の実効性を確保する。

9. 取締役及び使用人の監査役への報告に関する体制
(1) 取締役及び使用人は、当社の業務又は業績に与える重要な事項について

監査役に適宜報告する。
(2) 監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対して報告を求めることが
できるものとする。

10. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(1) 監査役は、重要な意思決定プロセスや業務の執行状況を把握するため、
取締役会その他重要な会議に出席するとともに、稟議書類等業務執行に
関わる重要な文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めることがで
きるものとする。

(2) 監査役は、監査役会規則及び監査役監査基準書に基づき監査の実効性を
確保するとともに、代表取締役と定期的な会合を持ち、会計監査人及び
内部監査人と緊密な連携を図りながら監査業務の達成を図るものとする。

11. 監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制
監査役に対しての報告、又は監査役監査に対して対応・協力した者が、当
該報告又は対応・協力を行ったことを理由として不利な取扱いを禁止すると
ともに、子会社においてもその徹底を図るものとする。

12. 監査役の職務の執行について生じる費用又は債務の処理に関わる方針に関
する事項
監査役がその職務の執行につき、費用の前払い等を請求したときは、請求
に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した
場合を除き、当社はこれを拒むことはできないものとする。
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② 業務の適正を確保するための体制の運営状況の概要
当事業年度における運用状況の概要は次のとおりです。
1. コンプライアンス体制の状況
コンプライアンス意識の徹底を図るため、当社グループの全従業員を対象
に定期的に「コンプライアンス研修」を行っております。さらに当事業年度
におきましては、当社グループの役員向けの「コンプライアンス研修」を実
施しました。また、当社グループの全役員・全従業員向けに個人情報保護を
含む情報セキュリティの研修を定期的に行っております。
当社グループでは公益通報者保護法に従い、内部通報に関する規程を策定

し、当社グループ全社を対象に内部通報窓口を当社社内及び外部の公正な第
三者である法律事務所に設けております。

2. リスク管理体制の状況
当社グループの各事業部門及び管理部門が担当部門のリスクの把握を行い、
適切にリスク管理を実施するほか、当社経営管理部が必要な支援や調整を行
っております。当社経営管理部は、子会社から重要なリスクについて随時報
告を受けるとともに、経営会議及びグループ役員会を毎月定期的に開催して
当該リスク事項について協議をしております。
当社取締役会は、グループ役員会から報告を受けて、リスク管理に関する

重要な事項を審議するとともに、当社グループのリスク管理について監督を
行っております。

3. 内部監査及び監査役監査の状況
内部監査については、代表取締役直轄の組織として内部監査室を設置して
おります。内部監査規程に基づいた業務監査を行い、代表取締役への報告を
行うほか、社内外に設置された内部通報受付窓口と連携する体制を整えてお
ります。
監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等からの聴
取、重要な決裁書類等の閲覧を行うなどの方法により監査を行っております。
また、監査役は、会計監査人から監査状況について監査結果の報告会で説明
を受けるほか、必要に応じて会計監査人と情報の交換をしております。

4. 社外取締役及び社外監査役の状況
当社は、これまでも社外取締役を選任することで取締役会において内部の
事情に捉われない忌憚のない意見の得られる場を確保してまいりましたが、
さらに社外取締役が経営会議等の議事録に直接アクセスする環境を整えるこ
とや当社経営管理部による子会社のリスク分析結果をグループ役員会の開催
前にレビューできるようにすることで、社外取締役の専門的な知見と豊富な
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経験をグループの経営管理に活用できる体制を構築しております。
社外監査役は、当社の業務執行者から独立した立場で、違法性の観点から
監査を行っております。また、監査役会に出席することにより、監査役間の
情報交換を行い、必要に応じて内部監査室その他各部門からの報告を受ける
ことで、会計監査に関する情報及び内部統制システム等の状況に関する情報
を把握しております。
当社は、コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の
経営監視の機能が重要と考えており、上記のような体制を構築することで、
外部からの経営監視機能が十分に機能する体制を整えております。

5. 財務報告の信頼性・適正性を確保するための体制の状況
当社の連結子会社であるソフィアデジタル株式会社（以下「ＳＤＩ」とい
う。）の役員が2022年６月に逮捕された事件を契機に、事実関係の調査等を
目的として外部有識者からなる独立調査委員会を設置して調査を進め、同年8
月に同委員会より答申書を受領しました。当該答申書を踏まえて、当社は過
年度の決算数値の修正は行いませんでしたが、過年度の連結損益計算書にお
ける売上高及び売上原価を構成するＳＤＩの着信課金サービス事業の売上高
及び売上原価には、正常ではない取引に基づくものが含まれている可能性が
ある旨を追加情報として注記し、有価証券報告書等の訂正報告書を提出しま
した。また、前期及び当期の連結計算書類の注記に同内容を反映しておりま
す。
さらに、同年10月には、当該答申書で指摘された原因解明及び再発防止策
の提言を踏まえて、次のような再発防止策を決定・公表し、公表後速やかに
実行に着手いたしました。
・属人的事業遂行体制の是正
・当社取締役会における子会社管理に関するリスク評価及び監督機能の強化
・コンプライアンス意識の向上
・ソフィアデジタル株式会社の着信課金サービスの事業からの完全撤退
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連結株主資本等変動計算書
（ 2022

2023
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2022 年 ４ 月 １ 日 期 首 残 高 2,358,000 652,887 △943,859 △62,196 2,004,831

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 21,110 21,110

自 己 株 式 の 取 得 △6 △6

連結会計年度中の変動額合計 － － 21,110 △6 21,104

2023 年 ３ 月 31 日 期 末 残 高 2,358,000 652,887 △922,749 △62,202 2,025,935

純 資 産 合 計

2022 年 ４ 月 １ 日 期 首 残 高 2,004,831

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 21,110

自 己 株 式 の 取 得 △6

連結会計年度中の変動額合計 21,104

2023 年 ３ 月 31 日 期 末 残 高 2,025,935
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴ 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び連結子会社の名称
・連結子会社の数 18社
・連結子会社の名称 ソフィア総合研究所株式会社

ソフィアデジタル株式会社
株式会社アクア
ルナ調剤株式会社
株式会社サイバービジョンホスティング
有限会社アシスト
株式会社泉州薬局
有限会社コンビメディカル
株式会社平松薬局
有限会社長東薬局
株式会社長東
有限会社三榮
株式会社アルファメデイックス
盛徳商事有限会社
有限会社メリーコーポレーション
株式会社アポロン
有限会社わかば薬局
株式会社ソフィアテック

⑵ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産
・商品及び製品のうち調剤薬品 主として総平均法による原価法(貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法)

・商品及び製品
（調剤薬品除く）

移動平均法による原価法（貸借対照表価額
については収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法）
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② 固定資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産
（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社(一部除く)は定率
法を採用しております。ただし、一部の国内
連結子会社については、1998年４月１日以降
に取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以後取得の建物附属設備及
び構築物については定額法を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであり
ます。
建物及び構築物 ７～39年
その他 ３～15年

ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。
ハ．リース資産
・所有権移転外ファイナンス
リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法を採用しております。

③ 引当金の計上基準
イ．賞与引当金 一部の国内連結子会社は、従業員に支給す

る賞与に充当するため、支給見込額のうち、
当連結会計年度負担額を計上しております。

ロ．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、
一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。
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④ 収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社は、「収益認識に関する

会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３
月31日）及び「収益認識に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第30号
2021年３月26日）を適用しており、約束した
財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると
見込まれる金額で収益を認識しております。

⑤ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、効果の発現する

期間を合理的に見積り、5～19年間の定額法
により償却を行っております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の
方法

一部の国内連結子会社は、退職給付に係る
負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に
係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と
する方法を用いた簡便法を適用しております。

ロ．消費税等の会計処理 免税事業者に該当する連結子会社は、税込
方式によっております。
固定資産に係る控除対象外消費税等は投資
その他の資産の「その他」に計上し、法人税
法に規定する期間により償却しております。
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2．会計上の見積りに関する注記
（重要な会計上の見積り）
⑴ のれんの評価
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
のれん 2,753,966千円
（うち、調剤薬局及びその周辺事業に係るのれん2,672,627千円）
のれんの減損損失 91,942千円
（うち、調剤薬局及びその周辺事業に係るのれんの減損損失91,942千円）

② 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の
情報
当社グループは、調剤薬局及びその周辺事業において、店舗数拡大によるス

ケールメリットを得るため、Ｍ＆Ａを事業拡大手法の１つとして実施しており
ます。企業結合により生じたのれんは、Ｍ＆Ａにより取得した子会社又は事業
を資金生成単位としてグルーピングし、主に営業損益の継続的な悪化の有無に
より減損の兆候を識別しております。減損の兆候を識別した場合には、割引前
将来キャッシュ・フローの総額がのれんを含む固定資産の帳簿価額を下回った
場合に、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、その減少額を減損損失として計
上しております。
当連結会計年度においては、使用価値を回収可能価額としておりますが、使
用価値は、経営環境等の外部情報や、それを踏まえた経営施策等の内部情報を
総合的に勘案して策定した事業計画を基礎に将来キャッシュ・フローを見積り、
算定しております。当社グループは、予想される将来キャッシュ・フローの見
積りに、処方箋枚数や処方箋単価、薬価差益率、薬剤師の人数等の重要な仮定
に加え、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮しております。なお、新型コ
ロナウイルス感染症の影響については、2024年３月期以降も当連結会計年度と
同程度の影響が継続するとの仮定に基づき反映しております。
これらの見積りに用いた仮定は、将来の不確実な経済条件の変動によって影

響を受ける可能性があり、その場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類にお
いて追加の減損損失（特別損失）が発生する可能性があります。
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⑵ 繰延税金資産の回収可能性
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 87,561千円
② 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の
情報
繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金の解消時期に、
生じる可能性の高い課税所得の範囲内で認識しております。当社グループは、
グループ通算制度を適用しており、繰延税金資産の回収可能性の判断に当たっ
ては、連結グループ全体の事業計画に基づき、将来獲得し得る課税所得の時期
及び金額を見積っております。
これらの見積りは将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受
け、実際に生じた時期および金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度以
降の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性がありま
す。
また、税制改正により法定実効税率が変更された場合に、翌連結会計年度以
降の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性がありま
す。

３．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 687,618千円

４．連結損益計算書に関する注記
減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。

セグメント及び場所 用途 種類 減損損失
（千円）

調剤薬局及びその周辺
事業
（岩手県盛岡市）

事業用資産 のれん 62,953

調剤薬局及びその周辺
事業
（岩手県盛岡市）

事業用資産 有形固定資産その他 492

調剤薬局及びその周辺
事業
（福岡県福岡市他）

事業用資産 のれん 28,989

調剤薬局及びその周辺
事業
（群馬県藤岡市）

事業用資産
建物及び構築物
有形固定資産その他

1,340
746
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当社グループは、原則として、事業用資産については、事業セグメントを基礎
としてグルーピングを行っており、調剤薬局及びその周辺事業においては、店舗
を基準とし、のれんについては、事業または会社を基準にグルーピングしており
ます。また、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。
事業用資産については、収益性の低下等により事業用資産の帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当連結会計年度において減損損失として特別損失に計上して
おります。回収可能価額は、いずれの事業用資産も使用価値に基づく将来キャッ
シュ・フローの見積りによって算定しており、将来キャッシュ・フローを5.9％で
割り引いて算定しております。
のれんについては、株式の取得時に想定していた超過収益力が見込めなくなっ
たことから、当連結会計年度において減損損失として特別損失に計上しておりま
す。回収可能価額は、使用価値に基づく将来キャッシュ・フローの見積りによっ
て算定しており、将来キャッシュ・フローを5.9％で割り引いて算定しておりま
す。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普 通 株 式 2,737,720株 ―株 ―株 2,737,720株

６．金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社グループでは、資金計画等に基づき必要に応じて短期の運転資金等を銀
行借入にて調達しております。一時的な余資については主に銀行預金で運用し
ております。
デリバティブ取引は、金利変動リスクを回避するために利用しており、投機
的な取引は行わない方針であります。
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② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客及び取引先の信用リスクに晒されております。
長期貸付金は、主に取引先に対する貸付であり、取引先の信用リスクに晒さ

れております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内、未払金

は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であり、流動性リスクに晒されてお
ります。
借入金及び社債は、主に運転資金及びＭ＆Ａ資金に係る資金調達を目的とし

たものであり、借入金の最終返済期日は最長で決算日後９年、社債の償還日は
最長で２年であります。
③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（契約先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権については、販売管理規程に従い、主要な取引
先ごとに取引開始時における信用調査、期日管理及び残高管理を行い、また
貸付金については、当社管理部が貸付先の状況を定期的にモニタリングし、
相手先ごとに期日及び残高の管理を行い、財務状況等の悪化による回収懸念
等の早期把握により貸倒リスクの軽減を図っております。
ロ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス
ク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき経理財務部門が適時に資金計

画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを
管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変
動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該
価額が変動することがあります。
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⑵ 金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

⑴ 長期貸付金
（１年内含む） 69,048

貸倒引当金（*2） △28,903
40,145 39,354 △790

⑵ 敷金及び保証金 128,085 126,170 △1,914
資産計 168,230 165,524 △2,705
⑶ 社債（１年内含む） 92,200 92,200 ―
⑷ 長期借入金
（１年内含む） 3,083,944 3,081,948 △1,996

⑸ リース債務
（１年内含む） 350 350 0

負債計 3,176,494 3,174,498 △1,996
（*1）「現金及び預金」、「売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」、「未払金」

については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に
近似するものであることから、記載を省略しております。

（*2）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注１）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 2,017,889 － － －
売掛金 1,253,782 － － －
長期貸付金（*） 2,580 10,320 12,900 14,345
敷金及び保証金 45,640 64,385 5,100 12,960

合計 3,319,892 74,705 18,000 27,305
（*）長期貸付金のうち、償還予定額が見込めない28,903千円は含めておりません。
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（注２）社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

社債 57,200 35,000 － －
長期借入金 730,003 1,994,473 359,467 －

合計 787,203 2,029,473 359,467 －

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応
じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場に

おいて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に
関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイ
ンプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した
時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した
時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ
れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

― 15 ―

2023年05月30日 21時21分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金（１年内含む） － 39,354 － 39,354
敷金及び保証金 － 126,170 － 126,170

資産計 － 165,524 － 165,524
社債（１年内含む） － 92,200 － 92,200
長期借入金（１年内含む） － 3,081,948 － 3,081,948
リース債務（短期含む） － 350 － 350

負債計 － 3,174,498 － 3,174,498

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
長期貸付金、並びに敷金及び保証金
長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごと

に、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上
乗せした利率を基に割引現在価値法により、算定しており、レベル２の時価に分類し
ております。
また、貸倒懸念債権の時価は、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引

現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等を基に割引現在価値法により算定
しており、時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要でないためレベ
ル２の時価に分類しております。
敷金及び保証金の時価は、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に
基づく利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類してお
ります。

社債、長期借入金、リース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味し
た利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しており
ます。
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７．収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
財又はサービスの種類別の内訳

(単位：千円)
報告セグメント

合計インター
ネット関連
事業

通信事業
調剤薬局
及びその
周辺事業

計

インターネット関連の
システム開発 1,093,921 － － 1,093,921 1,093,921

データセンターの
運用・保守 220,474 － － 220,474 220,474

不動産事業者向け
サービス 238,348 － － 238,348 238,348

移動通信サービス
（MVNO） － 245,742 － 245,742 245,742

固定通信サービス
（FVNO） － 734,384 － 734,384 734,384

調剤医薬品等の
販売 － － 6,741,591 6,741,591 6,741,591

その他 － 318 147,342 147,661 147,661
顧客との契約から
生じる収益 1,552,745 980,446 6,888,933 9,422,125 9,422,125

外部顧客への売上高 1,552,745 980,446 6,888,933 9,422,125 9,422,125

収益の認識時期別の内訳
(単位：千円)

報告セグメント
合計インター

ネット関連
事業

通信事業
調剤薬局
及びその
周辺事業

計

一時点で移転される
財又はサービス 365,648 835,311 6,841,753 8,042,713 8,042,713

一定の期間にわたり
移転されるサービス 1,187,096 145,134 47,179 1,379,411 1,379,411

顧客との契約から
生じる収益 1,552,745 980,446 6,888,933 9,422,125 9,422,125

外部顧客への売上高 1,552,745 980,446 6,888,933 9,422,125 9,422,125
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⑵ 収益を理解するための基礎となる情報
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業におけ
る主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する
通常の時点）は以下のとおりであります。
①インターネット関連のシステム開発
主に法人向けのシステム開発業務サービスの提供、システムエンジニアリング
の派遣サービスの提供を行っております。法人向けのシステム開発業務について
は、サービスの提供完了の検収時点において、履行義務を充足することから、一
時点で収益を認識しています。また、システム開発等に関する役務提供について
は、一定期間に渡る契約をお客様と締結し、毎月提供する役務内容に基づき収益
を認識しています。
②データセンターの運用・保守
主にデータセンターのホスティングサービスやSSL／TLSサーバー証明書発行

等サービスの提供を行っております。SSL／TLSサーバー証明書の発行サービス
については、証明書を発行した時点において、履行義務を充足することから、一
時点で収益を認識しています。特定の顧客との契約に基づくホスティングサービ
スについては、サーバーの利用に応じて履行義務を充足することから、その進捗
度に応じて収益を認識しています。進捗度の測定は、契約期間に基づいています。
③不動産事業者向けサービス
主に不動産事業者向けHP制作サービスの提供、不動産事業者向けクラウドサー

ビスの提供を行っております。不動産事業者向けHP制作サービス等については、
サービスの提供完了の検収時点で履行義務を充足することから、一時点で収益を
認識しています。不動産事業者向けクラウドサービスについては、サービスの利
用に応じて履行義務を充足することから、その進捗度に応じて収益を認識してい
ます。進捗度の測定は、契約期間に基づいています。
④移動通信サービス(MVNO)
主にSIM、Wifiルーター端末及び各種端末類の販売やWifiレンタルサービスを
提供しております。SIM、Wifiルーター端末及び各種端末類の販売については、
商品を納品して検収を受けた時点において、履行義務を充足することから、一時
点で収益を認識しています。Wifiレンタルサービスについては、Wifiルーターの
利用に応じて履行義務を充足することから、その進捗度に応じて収益を認識して
います。進捗度の測定は、契約期間に基づいています。
⑤固定通信サービス(FVNO)
主に法人向けの通信回線を提供するサービスを行っております。法人向け通信
回線提供サービスについては、通信回線を提供し利用開始したタイミングで履行
義務を充足することから、一時点で収益を認識しています。

― 18 ―

2023年05月30日 21時21分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



⑥調剤医薬品等の販売
調剤薬局において、調剤薬品を販売しております。調剤薬品の販売については、
調剤医薬品の引渡し時点において履行義務を充足することから、一時点で収益を
認識しています。

当社グループの取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来
し、契約に重要な金融要素は含まれていません。

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,596,644

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,253,782

契約資産（期首残高） 11,394

契約資産（期末残高） 11,913

契約負債（期首残高） 25,257

契約負債（期末残高） 20,005

②残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社において、当初に予想される契約期間が１年を超える重要
な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴ １株当たり純資産額 753円48銭
⑵ １株当たり当期純利益 7円85銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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10．その他の注記
(追加情報)
（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）
当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度から、連結納税制度からグループ通
算制度へ移行しております。これに伴い、法人税及び地方税並びに税効果会計の会
計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開
示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日。以下「実務対応報
告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項（１）
に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないも
のとみなしております。

（着信課金サービスにおける売上高及び売上原価について）
当社は、2022年６月８日に、連結子会社であるソフィアデジタル株式会社（以
下「SDI」という。）の役員２名が組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）などの疑い
で逮捕されたことを受け、2022年６月17日に、外部の弁護士及び公認会計士から
なる独立調査委員会を設置し、事実関係の調査等を進めてまいりました。
電気通信事業者であるキャリア間においては、相互接続協定に基づき、発信番号
側のキャリアが着信番号側のキャリアに通話時間に応じてアクセスチャージを支払
っています。SDIの着信課金サービス事業では、特定のキャリアから電話番号の割
当てを受け、さらに当該電話番号を代理店に割当て、代理店が通話時間の増加につ
ながるコンテンツを提供することで、当該電話番号に対する通話時間を増やし、当
該キャリアの受け取るアクセスチャージを増やしてきました。そして、当該アクセ
スチャージを原資に、SDIはキャリアから通話時間に応じた販売促進手数料を受け
取り売上高に計上するとともに、代理店に対しても同じく通話時間に応じた販売促
進手数料を支払い売上原価に計上しており、キャリアから受け取る手数料と代理店
に支払う手数料の差額がSDIの利益となっていました。
報道によれば、逮捕容疑は、かけ放題プランを利用した「機械呼」によるアクセ

スチャージを、キャリア、SDI、代理店で分配していたとするものであり、仮にこ
のような「機械呼」が認定された場合には、当該取引により得た利益の返還の要否
が会計上の論点になると考えられました。
しかし、2022年８月12日に、独立調査委員会から答申書を受領し、SDIの着信
課金サービス事業において、実際に架電があり通信接続の事実がキャリア及び代理
店ともに否定されておらず、かつ既に対価を受領していることに加え、キャリアと
SDIとの法律関係においても対価の返還義務が特段認められないことから、当該事
業に係る利益について過年度に遡って取り消す必要はないことが示されました。
一方で、通話記録のデータ分析の結果、長時間通話や多頻度通話、連続した発信

番号からの通話といった異常ともいえる極端な傾向を持つデータが多く検出されて
おり、「機械呼」と断定するまでには至っていないものの、正常な企業活動におけ
る稼得収益の範疇には含まれない可能性があるため、連結計算書類にこのような取
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引に基づく利益が含まれている可能性が内包されていることに関して、説明責任を
果たすべく、慎重な検討を行うことが望ましいとの答申がなされました。また、こ
の検討に当たっては、当該収益の表示区分について、引き続き売上高に含めること
が妥当か否か、あるいは売上高に含めるとしても、このような可能性が内包されて
いる点に関して追加情報の注記を行うか否かについて考慮する必要があるとされま
した。
当社としては、当該答申について検討を行い、SDIの着信課金サービス事業の利

益を過年度に遡って取り消すことはせず、また、異常なデータが検出されたもの
の、「機械呼」と断定するまでには至っておらず、仮に取り消しを行うとしても具
体的に取り消すべき売上高及び売上原価の金額が算定できないことから、連結損益
計算書について特段の修正は行っておりません。
ただし、連結損益計算書における売上高9,422,125千円及び売上原価5,959,141
千円を構成する着信課金サービス事業の売上高729,847千円及び売上原価570,323
千円には、上記のような正常ではない取引に基づくものが含まれている可能性があ
ります。

（特別調査費用等について）
2022年６月９日付け「当社連結子会社役員の逮捕について」及び2022年８月15
日付け「過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出に関するお知らせ」におい
て公表いたしました内容を踏まえ、独立調査委員会による調査費用及び訂正報告書
に係る監査費用等122,916千円を特別損失に計上しております。

（保険金の受領について）
2022年６月９日付け「当社連結子会社役員の逮捕について」を受けて、2022年
６月17日に設置した外部有識者からなる独立調査委員会の調査費用に対して、
2023年１月12日に当社が加入しておりました会社役員賠償責任保険の補償額が確
定したため、当連結会計年度において受取保険金50,000千円を特別利益に計上し
ております。
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株主資本等変動計算書
（ 2022

2023
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

2022 年 ４ 月 １ 日
期 首 残 高 2,358,000 652,986 0 652,987 10,303 △2,187,158 △2,176,854

事 業 年 度 中 の
変 動 額

当 期 純 利 益 55,835 55,835

自 己 株式の取得

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― 55,835 55,835

2023 年 ３ 月 31 日
期 末 残 高 2,358,000 652,986 0 652,987 10,303 △2,131,323 △2,121,019

株 主 資 本

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

2022 年 ４ 月 １ 日
期 首 残 高 △62,196 771,936 771,936

事 業 年 度 中 の
変 動 額

当 期 純 利 益 55,835 55,835

自 己 株式の取得 △6 △6 △6

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計 △6 55,829 55,829

2023 年 ３ 月 31 日
期 末 残 高 △62,202 827,765 827,765
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
⑴ 資産の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

⑵ 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016
年４月１日以後取得の建物附属設備について
は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。
建物附属設備 ８～15年

無形固定資産
（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。
⑶ 引当金の計上基準
貸倒引当金 貸付金等の貸倒損失に備えるため、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

⑷ 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる
収益に関する主要な事業におけ
る主な履行義務の内容及び当該
履行義務を充足する通常の時点
（収益を認識する通常の時点）

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企
業会計基準第29号 2020年３月31日）及び
「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第30号 2021年３月26
日）を適用しており、約束した財又はサービ
スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金
額で収益を認識しております。
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２．会計上の見積りに関する注記
（重要な会計上の見積り）
⑴ 貸倒引当金
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社長期貸付金 2,275,032千円
貸倒引当金 △747,616千円

② 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社は、保有する連結子会社向けの貸付金に対して個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見積額を貸倒引当金として計上しております。
連結子会社の財政状態の悪化により支払能力が低下した場合には、引当金の
追加計上をすることにより、当社の計算書類に影響を与える可能性があります。

⑵ 繰延税金資産の回収可能性
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 13,192千円
② 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金の解消時期に、
生じる可能性の高い課税所得の範囲内で認識しております。当社グループは、
グループ通算制度を適用しており、繰延税金資産の回収可能性の判断に当たっ
ては、連結グループ全体の事業計画に基づき、将来獲得し得る課税所得の時期
及び金額を見積っております。
これらの見積りは将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受
け、実際に生じた時期および金額が見積りと異なった場合、翌事業年度以降の
計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
また、税制改正により法定実効税率が変更された場合に、翌事業年度以降の
計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
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３．貸借対照表に関する注記
⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 3,151千円
⑵ 偶発債務
子会社ソフィアデジタル株式会社について下記の債務保証を行っております。
買掛金に対する連帯保証 1千円
子会社ルナ調剤株式会社について下記の債務保証を行っております。
社債契約に対する連帯保証
銀行借入に対する連帯保証

92,200千円
252,600千円

⑶ 関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）
① 短期金銭債権 135,594千円
② 短期金銭債務 141,936千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
⑴ 営業取引による取引高
営業収益 427,200千円
一般管理費 20,182千円

⑵ 営業取引以外の取引高 29,799千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首
の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普 通 株 式 48,950株 10株 ―株 48,960株
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加10株は、単元未満株式の買取りによるも

のであります。
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６．税効果会計に関する注記
⑴ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な内訳
繰延税金資産 （単位：千円）
貸倒引当金繰入超過額 203,173
関係会社株式 152
減損損失 398
繰越欠損金 123,109
その他 1,108

繰延税金資産小計 327,943
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △108,622
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △204,854
評価性引当額 △313,477
繰延税金資産合計 14,465

繰延税金負債
その他 △1,273

繰延税金負債合計 △1,273
繰延税金資産の純額 13,192

⑵ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異が
あるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

（単位：％）
法定実効税率 30.6
(調整)
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △123.8
住民税均等割 2.7
グループ通算制度による影響 38.3
その他 1.8
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △50.5

⑶ 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グル
ープ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告
第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこ
れらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。
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７．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

種類 会社等
の名称

資本金
又 は
出資金
（千 円）

事業の
内 容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割 合
( ％ )

関連当事者
との関係 取 引 の

内 容
取引金額
（千円）
（注５）

科 目 期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 ソフィア
総合研究所㈱ 49,900 インターネット

関連事業 100.0 兼任
１名

経営
指導

― ― 短期借入金
（注２） 100,000

利息の支払 1,500 前払利息 1,500

子会社 ソフィア
デジタル㈱ 10,000 通信事業 100.0 兼任

２名
経営
指導

経営指導料
（注 １） 114,000 ― ―

配当金の受取 150,000 ― ―

子会社 ルナ調剤㈱ 99,000
調剤薬局
及びその
周辺事業

100.0 兼任
１名

経営
指導

経営指導料
（注 １） 73,200 ― ―

利息の受取 27,920 ― ―

資金の回収 295,992
関係会社
長期貸付金
（注3）

2,275,032

債務保証
（注 ４） 344,800 ― ―

子会社 ㈱長東 10,000
調剤薬局
及びその
周辺事業

100.0 ― 経営
指導 利息の受取 234 短期貸付金

（注3） 50,000

（注１）経営指導料は、グループ会社経営支援のための当社の必要経費並びに業務内
容を勘案し決定しております。

（注２）ソフィア総合研究所株式会社からの資金の借り入れについては、市場金利を
勘案して決定しており、返済条件は期間１年の一括返済となっております。

（注３）ルナ調剤株式会社及び株式会社長東に対する資金の貸付については、市場金
利を勘案して決定しており、返済条件はその都度協議し決定しております。
ルナ調剤株式会社への貸付金に対しては当事業年度で貸倒引当金繰入額
30,980千円を営業外費用に計上し、747,616千円の貸倒引当金を計上して
おります。

（注４）ルナ調剤株式会社の社債の発行及び金融機関からの借入金について、当社が
債務保証を行っているものであります。なお、保証料の受領はありません。

（注５）取引金額には消費税等は含まれておりません。
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８．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務
の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は
以下のとおりであります。

経営指導サービス
子会社との契約内容に応じた受託業務の提供を行っております。経営指導サー
ビスは、一定期間に渡る契約を子会社と締結し、毎月提供する役務内容に基づき
収益を認識しています。

当社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約
に重要な金融要素は含まれていません。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴ １株当たり純資産額 307円86銭
⑵ １株当たり当期純利益 20円77銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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